
現行システムの調定データのうち移行対象
（過去６年分及び滞納情報）は以下のとお
りです。
・水道局扱い：約25,000,000件
・建設局扱い：約410,000件

調達仕様書「別紙3 行政情報の取扱いに関
する特記仕様書」及び「別紙4 個人情報の
取扱いに関する特記仕様書」に基づく，本
市の調査・承認を受けた場合は，受注者の
施設内での作業が可能となります。

内訳書は不要です。
技術提案書作成要領「様式4 提案見積書」
に初期構築費及び保守費をそれぞれ記載し
てください。



認識のとおり本件における個人情報等保護責任
者が対象です。
なお，受講不要となる除外規定等がありますの
で，仙台市ホームページにて「情報システム処
理に伴う個人情報に係る外部委託に関するガイ
ドライン」をご覧ください。

提案者の説明員が操作する端末画面を投影して
の説明を想定しています。
本市職員が操作する端末は不要です。

技術提案書での提案の範疇となります。
なお，機器更新は必須ではありません。

左記のケースでは，保守作業員到着・復旧まで
の目標時間を４時間以内と設定しています。

左記の認識で問題ありません。

技術提案書のうち副本について，会社名・製品
名・その他事業者を特定できる情報が記載され
ていない状態（マスキング可）としてください。

要件定義書表2-1に記載のとおり区分「電子」の
帳票は，Excelファイル等で出力し，加工・集計
に利用することを想定しています。
調達仕様書「別紙1-2 機能要件一覧表」において
要件としているため，カスタマイズ・代替方法
等の提案ができない場合は，欠格事項に該当す
る場合があります。

検索条件に合致する情報を一覧表示できれば問
題ありません。



同上。

左記の認識のとおりです。

他システムで受信・送信するデータも含まれま
す。

調達仕様書添付資料1の4.(2)に記載のとおりです。

１）認識のとおりです。
２）機能要件一覧表に記載のとおり，登録作業
時点の日付をデフォルト表示することを要件と
しています。

１）左記の認識のとおりです。
２）左記の対応で問題ありません。

左記の対応で問題ありません。



左記の対応で問題ありません。

折衝記録は備忘録等を含む内部での管理メモで
あり，滞納整理等での利用を想定しています。

出力順序を指定した上で出力することを想定し
ています。

１）左記の認識のとおりです。
２）予算科目は1)の区分（公共下水道使用料ほ
か4つ）のそれぞれに対して，以下の調定種別に
応じたものになります。
・調定
・調定減
・現年度（過年度）調定減還付
・特別利益調定収入
・還付
・充当
・重複納入
・間接減免調定減
・過年度収益修正損（又は修正益）

１）すべての項目を複写の対象とする想定です。
複写時の誤登録防止については提案の範疇とし
ます。
２）還付充当の対象となる調定更生（収納確定
後）と対象とならない調定更生（収納確定前）
を区別するものです。

システム上の操作で調定情報について，条件設
定・絞込み・一覧表示することを想定していま
す。

調定情報（使用者氏名・対象月・金額・納期限
等）を納入通知書の様式に印字して出力すると
いう意味です。



納付書の印刷は，調達仕様書添付資料1の5.記載
のとおり，本市が設定するサイクル（ラウン
ド）に応じて実施しますので，印刷前までに準
備をしておくという認識で問題ありません。
予約機能については，上記運用に沿った利用が
可能であれば問題ありません。

バーコードの読取不良等のイレギュラーなケー
スを想定します。

指定した期間内の調定に対する未収金を集計す
ることを想定しています。

左記のケースが基本となりますが，それに限り
ません。

時効の場合は，消滅時効５年・処分停止後３年
とし，即時納入義務消滅として手動での設定も
想定しています。

滞納処分は資産差押え等を実施すること，処分
停止は差押えるべき資産がない場合等に滞納処
分を停止することを言います。

一括納付については左記の認識のとおりです。
一括納付に関する納付書は，複数の調定滞納に
対して合算したものも出力可能なものとします。

左記の認識のとおりです。

システム内の操作で完結することを想定してい
ます。左記対応の可否はデモンストレーション
審査等で確認します。

認識のとおりです。



提案者による提案の範疇となります。

提案者による提案の範疇となります。

左記の認識のとおりで，提案者による提案の範
疇となります。

左記の認識のとおりです。

既設バックアップサーバは左記のとおりバック
アップファイルの保存場所として利用可能です
が，先行・並行で調達する別システムでの利用
も想定されるため，具体的な利用は契約後の協
議となります。
提案時点では，提案者の調達範囲においてバッ
クアップ管理が可能とすることとします。


